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１款 １項 １目 一般管理費 

介護保険管理事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 407ページ 

 

＜目的＞ 
 介護保険制度の円滑な運営を図るための一般的な経費を管理します。 
 
＜内容＞ 
 介護保険制度の運営に必要な旅費・需用費・役務費等の一般事務費及び電算システム改修等に係る委
託料・電算システム等リース使用に係る使用料及び賃借料等を支出します。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 会計年度任用職員報酬 2,795,715円（一般事務職員報酬） 
２ 会計年度任用職員手当  550,627円（一般事務職員期末手当） 
３ 費用弁償        113,712円（会計年度任用職員分） 
４ 普通旅費         1,780円 
５ 消耗品費        821,215 円（事務用消耗品費 661,011 円、事務機器等消耗品費 160,204

円） 
６ 燃料費         443,548円（ガソリン代） 
７ 印刷製本費      2,009,150円（冊子等印刷代 1,349,700円、名入り封筒代 659,450円） 
８ 被服費          9,130円（作業用被服費） 
９ 修繕料         168,096円（車両修繕料） 
10 通信運搬費      10,835,009円（郵送料） 
11 手数料                 117,759円（業務手数料 102,359円、車検手数料 15,400円） 
12 自動車損害保険料       215,795円 
13 保険料                   2,500円（自転車保険料） 
14 委託料              10,820,934円（高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定支援等業務委託料  

4,631,000 円、損害賠償求償事務共同処理委託料 5,734 円、
プログラム作成等委託料 5,801,400円、介護保険紙おむつ給
付管理システム保守管理業務委託料 382,800円） 

15 使用料                 245,520円（システム使用料） 
16 賃借料                 613,484円（機器等借上料 613,484円） 
17 庁用備品購入費         119,100円（事業用備品購入費） 
18 自動車購入費         2,923,800円（庁用車購入費） 
19 負担金                   8,000円（市町村保健師協議会負担金 8,000円） 
20 公課費                  22,800円（自動車重量税） 
21 非常勤職員報酬     230,400円（社会福祉審議会委員報酬） 
 

 

  

予 算 現 額 46,851,000円 決 算 額 33,068,074円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 13,782,926円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 30,077,845円 地 方 債  

増 減 額 2,990,229円 そ の 他  

増 減 率 9.94% 一 般 財 源 33,068,074円 
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１款 ２項 １目 賦課徴収費 

介護保険料賦課事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 409ページ 

 

＜目的＞ 
 第 1 号被保険者の介護保険料の賦課及び納入通知等を適切に行うことにより、介護保険の主要な財源
の確保を図ります。 
 
＜内容＞ 
 介護保険料の賦課に伴う印刷製本費等の需用費、コンビニ収納に係る委託料等を支出します。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 消耗品費 
   事務用消耗品費        45,199円 
 
２ 印刷製本費 

冊子等印刷代         624,360円 
 
３ 手数料 

業務手数料           302,796円 
 
４ 事務関係委託料 

納付書封入等委託料    2,335,444円 
介護保険料収納業務委託料  893,944円 

 

  

予 算 現 額 4,743,000円 決 算 額 4,201,743円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 541,257円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 4,131,326円 地 方 債  

増 減 額 70,417円 そ の 他  

増 減 率 1.70% 一 般 財 源 4,201,743円 
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１款 ３項 １目 介護認定審査会費 

介護認定審査事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 409ページ 

 

＜目的＞ 
 要支援・要介護認定の審査・判定を行う介護認定審査会を開催します。 
 
＜内容＞ 
 要支援・要介護認定の審査・判定を行うため、保健・医療・福祉の専門家で構成する介護認定審査会
を開催するための委員報酬等です。 
 
＜実績・成果等＞ 
１ 要介護認定等申請件数 8,291件 
 
２ 介護認定審査会開催回数 209回  審査・判定件数 5,613件 
 

３ 要介護（要支援）認定者数（令和6年3月31日現在） 

 区   分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5  合 計  人口比 

 第1号被保険者 1,241人 

 

621人 2,104 

人 

1,061人 1,155人 949人 530人 7,661人 16.0% 

 
65歳以上75歳未満 120  63 197  134  118  76 67  775  3.8 

7 5 歳 以 上 1,121  558 

  

1,907  927  1,037  873 

  

463 

 

6,886  25.1 

%  第2号被保険者  17  11  28  23  39  26  19  163   － 

% 総   数 1,258 632 2,132 1,084 

 

1,194 975 549 7,824 

 

 － 

% 
※人口比算出の基礎となる人口は被保険者数で、65歳以上 75歳未満は 20,325人、75歳以上は 27,489 
人です。 
  

 

  

予 算 現 額 21,744,000円 決 算 額 17,811,193円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 3,932,807円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 16,385,831円 地 方 債  

増 減 額 1,425,362円 そ の 他  

増 減 率 8.70% 一 般 財 源 17,811,193円 
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１款 ３項 ２目 認定調査等費 

介護認定調査事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 409ページ 

 

＜目的＞ 
 要支援・要介護認定の審査・判定に必要な主治医意見書の取得及び認定調査を実施します。 
 
＜内容＞ 
 被保険者からの申請に基づき、介護認定審査会に必要な主治医意見書の取得及び直営の認定調査員や
外部委託による認定調査を実施します。 
 
＜実績・成果等＞  

認定調査実施件数  5,847件 
  【内訳】 
     市調査員 5,355件  
     委  託   492件 
 
※新型コロナウイルス感染症の影響により、有効期間を 12カ月合算延長した件数 2,480件 
※調査件数は、申請件数、審査・判定件数とは一致しません。 

  

予 算 現 額 104,426,000円 決 算 額 85,440,730円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 18,985,270円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 74,050,542円 地 方 債  

増 減 額 11,390,188円 そ の 他  

増 減 率 15.38% 一 般 財 源 85,440,730円 
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２款 １項 １目 介護サービス等諸費 

介護サービス給付事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 411ページ 

 

＜目的＞ 
 介護サービスの利用に応じた保険給付を行います。 
 
＜内容＞ 
 要介護認定者が利用した次の介護サービスについて、法定の給付額の支払いを行います。 
①居宅介護サービス給付費 ②施設介護サービス給付費 ③居宅介護福祉用具購入費 ④居宅介護住宅
改修費 ⑤居宅介護サービス計画給付費 ⑥地域密着型介護サービス給付費 
 
＜実績・成果等＞  

サービス受給者数 
居宅介護サービス 

区   分 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 合 計 

第 1号被保険者 1,616 人 827 人 697 人 411 人 199 人 3,750 人 

第 2号被保険者 24 20 30 14 12 100 

総   数 1,640 847 727 425 211 3,850 

 
地域密着型介護サービス 

区   分 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 合 計 

第 1号被保険者 365 人 158 人 91 人 44 人 20 人 678 人 

第 2号被保険者 2 3 3 1 1 10 

総   数 367 161  94 45 21 688 

 
施設介護サービス 

区   分 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設 介護医療院 合 計 

第 1号被保険者 777 人 307 人 6 人 34 人 1,124 人 

第 2号被保険者 5 4 0 1 10 

総   数 782 311 6 35 1,134 

※同一月内の施設移動等で、合計数は延べ人数となります。（実数 1,129人） 
 

予 算 現 額 10,811,898,000円 決 算 額 9,990,524,829円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 1,750,729,399円 

不 用 額 821,373,171円 県 支 出 金 1,496,191,171円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 9,448,120,754円 地 方 債  

増 減 額 542,404,075円 そ の 他 3,946,257,308円 

増 減 率 5.74% 一 般 財 源 2,797,346,951円 
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２款 １項 ２目 介護予防サービス給付費 

介護予防サービス給付事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 411ページ 

 

＜目的＞ 
 介護予防サービスの利用に応じた保険給付を行います。 
 
＜内容＞ 
 要支援認定者が利用した次の介護予防サービスについて、法定の給付額の支払いを行います。 
①介護予防サービス給付費 ②介護予防福祉用具購入費 ③介護予防住宅改修費 ④介護予防サービス
計画給付費 ⑤介護予防地域密着型サービス給付費 
 
＜実績・成果等＞  

サービス受給者数 
介護予防居宅介護サービス 

区   分 要支援 1 要支援 2 合 計 

第 1号被保険者 361 人 312 人 673 人 

第 2号被保険者 8 8 16 

総   数 369 320 689 

 
介護予防地域密着型サービス 

区   分 要支援 1 要支援 2 合 計 

第 1号被保険者 0 人 2 人 2 人 

第 2号被保険者 0 0 0 

総   数 0 2 2 

 

  

予 算 現 額 256,661,000円 決 算 額 251,769,008円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 48,342,506円 

不 用 額 4,891,992円 県 支 出 金 33,482,422円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 239,746,023円 地 方 債  

増 減 額 12,022,985円 そ の 他 99,448,758円 

増 減 率 5.01% 一 般 財 源 70,495,322円 
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参考 介護（予防）サービス種類別納付状況 

サ ー ビ ス の 種 類 
件  数 （件） 金    額 （円） 

年 間 1カ月平均 年 間 1カ月平均 

訪 問 通 所 サ ー ビ ス 80,697 件 6,725 件 3,042,969,750 円 253,580,812 円 

 （ 介 護 予 防 ） 訪 問 介 護 12,312 1,026 565,021,127 47,085,094 

 （ 介 護 予 防 ） 訪 問 入 浴 介 護 860 72 50,514,408 4,209,534 

 （ 介 護 予 防 ） 訪 問 看 護 11,042 920 420,955,119 35,079,593 

 （ 介 護 予 防 ） 訪 問 リ ハ ビ リ 1,601 134 62,325,473 5,193,789 

 （ 介 護 予 防 ） 通 所 介 護 15,110 1,259 1,126,724,233 93,893,686 

 （ 介 護 予 防 ） 通 所 リ ハ ビ リ 8,018 668 434,829,534 36,235,795 

 （ 介 護 予 防 ） 福 祉 用 具 貸 与 31,754 2,646 382,599,856 31,883,321 

短 期 入 所 サ ー ビ ス 5,016 418 445,137,905 37,094,825 

そ の 他 単 品 サ ー ビ ス 81,324 6,777 2,004,064,040 167,005,337 

 （介護予防）居宅療養管理指導 28,834 2,403 214,893,236 17,907,770 

 （介護予防）特定施設入居者生活介護 6,534 544 1,180,952,435 98,412,703 

 居 宅 介 護 支 援 ・ 介 護 予 防 支 援 45,956 3,830 608,218,369 50,684,864 

特 定 （ 介 護 予 防 ） 福 祉 用 具 販 売 494 41 14,655,169 1,221,264 

住 宅 改 修 費 615 51 53,169,307 4,430,776 

地 域 密 着 型 （ 介 護 予 防 ） サ ー ビ ス 8,803 733 872,152,186 72,679,349 

 

（介護予防）定期巡回・随時対応型 226 19 32,713,834 2,726,153 

（介護予防）夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 

（介護予防）地域密着型通所介護 5,970 497 284,099,835 23,674,986 

（介護予防）認知症対応型通所介護 570 47 58,152,879 4,846,073 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 603 50 120,161,315 10,013,443 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 1,151 96 298,278,414 24,856,535 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 275 23 76,576,718 6,381,393 

看護小規模多機能型居宅介護 8 1 2,169,191 180,766 

介 護 老 人 福 祉 施 設 9,263 772 2,476,552,239 206,379,353 

介 護 老 人 保 健 施 設 3,887 324 1,143,553,960 95,296,163 

介 護 療 養 型 医 療 施 設 59 5 18,681,986 1,556,832 

介 護 医 療 院 478 40 171,357,295 14,279,775 

合      計 190,636 15,886 10,242,293,837 853,524,486 
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２款 ２項 １目 審査支払手数料 

介護サービス給付費審査事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 411ページ 

 

＜目的＞ 
 埼玉県国民健康保険団体連合会への委託により、保険給付費に関する審査・支払い業務を円滑に行いま
す。 
 
＜内容＞ 
 保険給付費に関する審査・支払い業務について、1件あたり 40円で埼玉県国民健康保険団体連合会に
委託して実施します。 
 
＜実績・成果等＞  

審査件数及び手数料金額 

審査月 審査件数 手数料 

4月 15,212 件 608,480 円 

5月 15,334 613,360 

6月 15,347 613,880 

7月 15,570 622,800 

8月 15,734 629,360 

9月 15,674 626,960 

10月 16,112 644,480 

11月 16,008 640,320 

12月 15,839 633,560 

1月 16,375 655,000 

2月 16,083 643,320 

3月 15,828 633,120 

合   計 189,116 7,564,640 

 

  

予 算 現 額 8,642,000円 決 算 額 7,564,640円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 1,472,484円 

不 用 額 1,077,360円 県 支 出 金 986,024円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 7,119,360円 地 方 債  

増 減 額 445,280円 そ の 他 2,988,033円 

増 減 率 6.25% 一 般 財 源 2,118,099円 
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２款 ３項 １目 高額介護サービス等費 

高額介護サービス等給付事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 411 ページ 

 

＜目的＞ 
 介護（予防）サービスを利用した際の補足的な給付により、サービス利用者の経済的な負担を軽減しま
す。 
 
＜内容＞ 
 介護（予防）サービス（福祉用具購入費、住宅改修費等を除く）を利用した際の 1割、2割又は 3割の
自己負担額が、上限額を超えた場合は、当該超えた金額を高額介護(予防)サービス費として支給します。 
 
＜実績・成果等＞  

件数及び給付金額   

利 用 者 負 担 区 分 件 数 給付金額 

生活保護受給者及び世帯全員が住民税非課税で老齢福
祉年金受給者 
利用者負担を 15,000 円にすることで生活保護受給者に
ならない者(上限額 15,000円) 

 1,736 件 20,967,775 円 

世帯全員が住民税非課税で、かつ合計所得金額と課税年
金収入額の合計が 800,000 円以下の者(上限額 15,000
円) 

9,887 135,610,784 

世帯全員が住民税非課税で、かつ合計所得金額と課税年
金収入額の合計が 800,000円超の者(上限額 24,600円) 

4,993 35,928,253 

一般、現役並み所得者(上位所得者) 3,468 61,117,100 

合   計 20,084 253,623,912 

 
 

  

予 算 現 額 376,822,000円 決 算 額 253,623,912円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 50,724,782円 

不 用 額 123,198,088円 県 支 出 金 31,702,989円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 234,999,469円 地 方 債  

増 減 額 18,624,443円 そ の 他 100,181,445円 

増 減 率 7.93% 一 般 財 源 71,014,696円 
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２款 ４項 １目 高額医療合算介護サービス等費 

高額医療合算介護サービス等給付事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 413ページ 

 

＜目的＞ 
 医療と介護（予防）サービスを利用した際の補足的な給付により、サービス利用者の経済的な負担を軽
減します。 
 
＜内容＞ 
 要介護（要支援）認定者が利用する医療及び介護両制度における自己負担額の合計が、一定の基準額
を超えた場合は、当該超えた金額を医療と介護双方からの按分により、介護保険からは高額医療合算介
護（予防）サービス費として支給します。 
 
＜実績・成果等＞  

件数及び給付金額  

所得区分 件 数 給付金額 

現役並み所得者 
<上位所得者> 

48  件  3,233,922 円 

一般 232 9,153,911 

低所得者 
Ⅱ 333 8,980,668 

Ⅰ 625 15,300,737 

合  計 1,238 36,669,238 

 

  

予 算 現 額 52,076,000円 決 算 額 36,669,238円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 7,333,848円 

不 用 額 15,406,762円 県 支 出 金 4,583,655円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 35,804,580円 地 方 債  

増 減 額 864,658円 そ の 他 14,484,349円 

増 減 率 2.41% 一 般 財 源 10,267,386円 
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２款 ６項 １目 特定入所者介護サービス等費 

特定入所者介護サービス等給付事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 413ページ 

 

＜目的＞ 
 介護保険施設等への入所費用（食費・居住費）に対する補足的な給付により、サービス利用者の経済的
な負担を軽減します。 
 
＜内容＞ 
 低所得者が施設サービスや短期入所サービスを利用した場合に、通常全額自己負担の食費・居住費に
ついて負担限度額を設定し、基準額との差額を特定入所者介護サービス等費として支給します。対象者
へは申請に基づき「負担限度額認定証」を交付します。 
 
＜実績・成果等＞  

給付実績 
  食 費 7,420件  105,071,864円 
 
  居住費 6,995件  111,837,742円 
 

  

予 算 現 額 409,698,000円 決 算 額 216,909,606円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 33,470,700円 

不 用 額 192,788,394円 県 支 出 金 37,024,922円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 223,662,682円 地 方 債  

増 減 額 △6,753,076円 そ の 他 85,679,294円 

増 減 率 △ 3.02% 一 般 財 源 60,734,690円 
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３款 １項 １目 介護予防・生活支援サービス事業費 

介護予防・生活支援サービス事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 415ページ 

 

＜目的＞ 
 要支援者に対して、要介護状態となることの予防及び地域における自立した日常生活の支援を実施す
ることにより、一人ひとりの生きがいや自己実現のための取組を支援し、活動的で生きがいのある生活や
人生を送ることができるよう支援します。 
 
＜内容＞ 
 居宅要支援被保険者に対して、介護予防ケアマネジメントに基づき、訪問型サービス又は通所型サー
ビスを提供します。 
 
＜実績・成果等＞  

サービスの利用状況 

サービスの種類 件 数 金 額 

訪問型サービス  1,702件 18,708,922円 

 国基準相当（市独自）  336 5,803,374 

A型  1,366 12,905,548 

通所型サービス 5,506 93,250,352 

 
国基準相当（市独自）  2,404 49,150,136 

A型  3,102 44,100,216 

合 計 7,208 111,959,274 

 

 

 

  

予 算 現 額 132,867,000円 決 算 額 131,494,309円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 28,284,426円 

不 用 額 1,372,691円 県 支 出 金 16,436,789円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 117,725,190円 地 方 債  

増 減 額 13,769,119円 そ の 他 51,940,252円 

増 減 率 11.70% 一 般 財 源 34,832,842円 
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３款 ２項 １目 一般介護予防事業費 

一般介護予防事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 415ページ 

 

＜目的＞ 
 介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するなどして、介護予防を推進します。 
 
＜内容＞ 
 地域包括支援センターが中心となり、介護予防の普及啓発に資する運動、栄養、口腔等に係る介護予
防教室等を実施します。 
 
＜実績・成果等＞  

市が主催した介護予防に資する取組 

区  分 開 催 日 講 師 参加人数 

介護予防講演会 

一緒に学ぼう認知症 

～認知症とともに自分らしく生きる～ 

10月 25日 繁田 雅弘 氏 125 人 

ファイブ・コグ検査 
2月 29日 

3月 7日 
－ 68 

 

  

予 算 現 額 22,637,000円 決 算 額 14,471,927円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 3,112,911円 

不 用 額 8,165,073円 県 支 出 金 1,808,991円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 14,208,482円 地 方 債  

増 減 額 263,445円 そ の 他 5,716,411円 

増 減 率 1.85% 一 般 財 源 3,833,614円 
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３款 ３項 １目 任意事業費 

任意事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 415ページ 

 

＜目的＞ 
 地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるようにす
るため、介護保険事業の運営の安定化を図るとともに、被保険者及び要介護被保険者を現に介護する者等
に対し、地域の実情に応じた必要な支援を行います。 
 
＜内容＞ 
 介護給付等費用適正化事業として、認定調査状況チェック、医療情報との突合・縦覧点検及び介護給
付費の通知を行います。 
家族介護支援事業として、地域包括支援センターが介護教室や介護者交流会を開催します。 
その他の事業として、住宅改修費の支給の申請に係る必要な理由がわかる書類を作成した場合の経費

を助成します。また、地域や職域において認知症の人と家族を支える認知症サポーターを養成する講座
を開催します。 
 
＜実績・成果等＞  

令和 5年度認知症サポーター養成講座受講者 

開催日 対象者 受講者数 開催日 対象者 受講者数 

6月 8日 市民  12 人 10月 31日 柏原小学校 5年生  83 人 

6月 14日 医療機関職員   7 11月 13日 市民 23 

6月 15日 市民 27 11月 15日 市民 30 

7月 12日 学生 113 11月 21日 学生 12 

7月 12日 医療機関職員  7 11月 28日 市民 30 

9月 5日 市民 28 11月 29日 市民 60 

9月 7日 市民 28 12月 6日 入間野小学校 4年生 80 

9月 13日 市民 18 1月 19日 富士見小学校 5年生 118 

10月 16日 民生委員 38  

   合計 714 

 

  

予 算 現 額 17,232,000円 決 算 額 12,705,868円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 4,891,759円 

不 用 額 4,526,132円 県 支 出 金 2,445,880円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 11,295,332円 地 方 債  

増 減 額 1,410,536円 そ の 他 2,445,880円 

増 減 率 12.49% 一 般 財 源 2,922,349円 
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３款 ３項 ２目 在宅医療・介護連携推進事業費 

在宅医療・介護連携推進事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 415ページ 

 

＜目的＞ 
 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期ま
で続けることができるよう、切れ目のない在宅医療と介護の提供体制を構築するため、市民や地域の医
療・介護関係者と地域のめざすべき姿を共有しつつ、医療機関と介護事業所等の関係者の連携を推進しま
す。 
 
＜内容＞ 
 受託先の狭山市医師会立在宅医療支援センターが中心となり、地域の医療・介護関係者、地域包括支
援センター等からの在宅医療・介護連携に関する事項の相談を受け付けるとともに、講演会を開催する
などして市民への普及啓発を図ります。 
 
＜実績・成果等＞  

実施状況 

在宅医療・介護連携推進会議 6 回 

相談受付 35 人 

在宅医療支援ベッド利用実績 308 

人生会議（ACP）講演会受講者数 262 

訪問診療医の登録数 34 件 

往診医登録患者情報共有シートの提出件数 231 

※人数は年間延べ数 

 

 

  

予 算 現 額 14,073,000円 決 算 額 13,200,000円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 5,082,000円 

不 用 額 873,000円 県 支 出 金 2,541,000円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 12,520,000円 地 方 債  

増 減 額 680,000円 そ の 他 2,541,000円 

増 減 率 5.43% 一 般 財 源 3,036,000円 
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３款 ３項 ３目 認知症施策推進事業費 

認知症施策推進事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 417ページ 

 

＜目的＞ 
 認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けられる
ために、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築します。また、医療・介護等の連携強化等による、
地域における支援体制の構築と認知症ケアの向上を図るとともに、認知症の人やその家族の支援ニーズ
と認知症サポーターを中心とした支援を繋ぐ仕組みを整備し、認知症施策推進大綱に掲げた「共生」の地
域づくりを推進します。 
 
＜内容＞ 
 認知症の人やその家族に早期に関わる認知症初期集中支援チームを配置し、認知症に係る専門的な知
識・技能を有する医師の指導の下、複数の専門職が家族の訴え等により認知症が疑われる人や認知症の
人及びその家族を訪問、観察・評価、家族支援等の初期の支援を包括的、集中的に行い、自立生活のサ
ポートを行います。 
認知症地域支援推進員を中心に、認知症の人に対して効果的な支援が行われる体制を構築するととも

に、地域の実情に応じて、認知症ケアの向上を図るための取組を推進します。さらに、認知症サポータ
ーの活動促進とチームオレンジさやまの支援をはじめとする地域づくりを推進します。 
 
＜実績・成果等＞  

オレンジカフェ（認知症カフェ）を中央公民館で開催し、認知症の人とその家族に対する相談支援を
行いました。 

 ※コロナ禍のため予約制 
 

  

予 算 現 額 14,940,000円 決 算 額 11,082,215円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 4,266,653円 

不 用 額 3,857,785円 県 支 出 金 2,133,326円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 10,506,391円 地 方 債  

増 減 額 575,824円 そ の 他 2,133,326円 

増 減 率 5.48% 一 般 財 源 2,548,910円 

オレンジ 

カフェ 

参加人数 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

3 人 1 4 0 3 2 8 1 1 2 4 1 30 
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３款 ３項 ４目 地域ケア会議推進事業費 

地域ケア会議推進事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 417ページ 

 

＜目的＞ 
 地域の多様な関係者が協働し、介護支援専門員のケアマネジメント支援を通じて、介護等が必要な高齢
者の住み慣れた住まいでの生活を地域全体で支援します。 
 
＜内容＞ 
 市が主体となり、個人で解決できない課題等の解決を図るために、多職種（理学療法士・作業療法士・
管理栄養士・歯科衛生士・薬剤師）協働による自立支援型地域ケア会議及び評価会議を開催します。 
地域包括支援センターが包括的・継続的ケアマネジメント業務を効果的に実施するために、市職員、

介護支援専門員、介護サービス事業者、保健医療関係者、民生委員、自治会長等で構成する地域ケア会
議を開催します。 
 
＜実績・成果等＞  

自立支援型地域ケア会議を 11回開催し、11件の個別事例を検討しました。併せて、評価会議を 11回

開催し、18件の個別事例について評価するとともに、地域課題の抽出を行いました。 

 

  

予 算 現 額 6,097,000円 決 算 額 4,859,660円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 1,870,969円 

不 用 額 1,237,340円 県 支 出 金 935,485円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 5,066,500円 地 方 債  

増 減 額 △206,840円 そ の 他 935,485円 

増 減 率 △ 4.08% 一 般 財 源 1,117,721円 
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４款 １項 １目 基金積立金 

給付費等準備基金積立事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 417ページ 

 

＜目的＞ 
 介護給付費等準備基金への積み立てにより、後年度の介護保険料の軽減に活用します。 
 
＜内容＞ 
 後年度の介護保険料の軽減に活用するため、介護保険給付費等準備基金の運用益金（利子）及び前年
度の介護保険料の剰余金を同基金に積み立てます。 
 
＜実績・成果等＞  

基金運用益金 261,692円及び介護保険料の剰余金 406,242,995円を基金に積み立てました。 
 

  

予 算 現 額 406,644,000円 決 算 額 406,504,687円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 139,313円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 334,355,617円 地 方 債  

増 減 額 72,149,070円 そ の 他  

増 減 率 21.58% 一 般 財 源 406,504,687円 
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６款 ４項 １目 利用者負担軽減支援事業費 

介護保険利用者負担軽減支援事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 421ページ 

 

＜目的＞ 
 介護サービス利用者負担額の免除により、東日本大震災の被災者（福島第一原子力発電所の事故に伴
う避難指示区域からの転入者）に対する支援を行います。 
 
＜内容＞ 
 国の介護保険災害臨時特例補助金交付要綱に基づき、東日本大震災の被災者（福島第一原子力発電所
の事故に伴う避難指示区域からの転入者）に対する介護サービス利用の際の自己負担額を免除します。 
 
＜実績・成果等＞  

事業実績 
介護サービス利用料免除対象者    1人 
介護サービス利用料免除額   49,135円(その他サービス分) 

 

 

予 算 現 額 154,000円 決 算 額 49,135円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 49,135円 

不 用 額 104,865円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 343,293円 地 方 債  

増 減 額 △294,158円 そ の 他  

増 減 率 △ 85.69% 一 般 財 源  


